
 

－1－ 

資料２－１ 

国及び独立行政法人等における温室効果ガス等の排出の削減に 

配慮した契約の推進に関する基本方針関連資料構成（案） 

 
 
国及び独立行政法人等における温室効果ガス等の排出の削減に配慮した

契約の推進に関する基本方針 

１．温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進に関する基本的方向 ･････････ 1 
２．温室効果ガス等の排出の削減に重点的に配慮すべき契約における温室効果ガス等

の排出の削減に関する基本的事項 ･････････････････････････････････････････････････････････････････････ 3 
３．省エネルギー改修事業に係る契約に関する基本的事項 ･････････････････････････････････････ 4 
４．建築物に関する契約その他国及び独立行政法人等の契約であって、上記２及び３

に掲げる契約以外のものにおける温室効果ガス等の排出の削減に関する基本的事

項 ･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 4 
５．その他温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進に関する重要事項 ･･･ 5 
 
 
国及び独立行政法人等における温室効果ガス等の排出の削減に配慮した

契約の推進に関する基本方針解説資料 

はじめに ･･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 7 

Ⅰ．温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進に関する基本的方向 及び そ
の他温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進に関する重要事項につい

て ･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 7 

Ⅱ．電気の供給を受ける契約に関する基本的事項について ･･･････････････････････････････････ 14 
１．背景と意義 ････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 14 
１－１ 電力の契約において温室効果ガス排出削減に配慮する必要性と意義 ･･･ 14 
１－２ 本解説資料の使い方 ･･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 14 

２．契約方式の解説 ･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 15 
２－１ 電力の契約に関する契約方式の基本的考え方 ･････････････････････････････････････ 15 
２－２ 裾切り方式 ･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 15 
２－３ 二酸化炭素排出係数 ･･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 18 
２－４ 環境への負荷の低減に関する事業者の取組の評価 ･･････････････････････････････ 19 

３．契約方法について ･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 23 
３－１ 契約の対象 ･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 23 
３－２ 仕様 ･･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 23 
３－３ 標準的な手続とスケジュール ･････････････････････････････････････････････････････････････ 23 



 

－2－ 

４．その他 ･･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 26 
４－１ 調達者の役割 ･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 26 
４－２ その他必要な手続 ･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 26 

Ⅲ．自動車の購入及び賃貸借に係る契約に関する基本的事項について ･･････････････････ 27 
１．背景と意義 ････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 27 
１－１ 環境性能を考慮した物品購入の必要性と意義 ･････････････････････････････････････ 27 
１－２ 本解説資料の使い方 ･･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 27 

２．契約方式の解説 ･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 28 
２－１ 自動車の購入に係る契約方式の基本的考え方 ･････････････････････････････････････ 28 
２－２ 対象となる車種 ･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 28 
２－３ 総合評価落札方式 ･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 29 
２－４ 燃費表示モードの移行 ･･･････････････････････････････････････････････････････････････････････ 43 
２－５ 標準的な手続とスケジュール ･････････････････････････････････････････････････････････････ 44 

３．その他 ･･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 45 

Ⅳ．船舶の調達に係る契約に関する基本的事項について 
１．背景と意義 
１－１ 船舶の調達に係る契約における環境配慮の必要性と意義 
１－２ 本解説資料の使い方 

２．環境に配慮した船舶の調達 
２－１ 船舶の調達等に係る契約の基本的考え方 
２－２ 行政目的に応じた調達 

３．船舶の設計の契約に係る環境配慮 
３－１ 概要 
３－２ 環境配慮型船舶プロポーザル方式 

４．小型船舶の調達に係る環境配慮 
４－１ 概要 
４－２ 推進機関の燃料消費率等の基準の設定 

５．調達者の役割 

Ⅴ．省エネルギー改修事業に係る契約に関する基本的事項について ･･････････････････ 47 
１．背景と意義 ････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 47 
１－１ 省エネルギー改修事業の必要性と意義 ･･･････････････････････････････････････････････ 47 
１－２ 本解説資料の使い方 ･･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 47 
１－３ ＥＳＣＯ事業の概要 ･･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 48 

２．導入計画 ････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 51 
２－１ ＥＳＣＯ事業の導入フロー（計画段階） ･･･････････････････････････････････････････････ 51 
２－２ 長期供用計画の作成 ･･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 52 
２－３ ＥＳＣＯ事業導入可能性判断 ･････････････････････････････････････････････････････････････ 52 



 

－3－ 

２－４ ＥＳＣＯ事業実施の適否 ････････････････････････････････････････････････････････････････････ 53 
２－５ 予算化の手続 ･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 55 
２－６ プロポーザル方式による導入計画の留意点 ･････････････････････････････････････････ 57 
２－７ その他留意点 ･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 58 

３．事業者選定・契約 ････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 59 
３－１ ＥＳＣＯ事業の導入フロー（事業者選定・契約段階）･･････････････････････････････ 59 
３－２ 事業者の応募に関する事項の設定 ･･････････････････････････････････････････････････････ 62 
３－３ 与条件の設定 ･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 67 
３－４ 予定価格の算定 ･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 69 
３－５ 発注スケジュール等 ･･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 70 
３－６ 技術資料作成要領の作成 ････････････････････････････････････････････････････････････････････ 71 
３－７ 現地見学等 ･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 72 
３－８ ヒアリングの実施 ･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 72 
３－９ 事業者の評価 ･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 73 
３－10 契約書の作成 ･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 74 

４．事業の実施 ････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 79 
４－１ 監視職員 ････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 79 
４－２ 事業実施計画 ･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 81 
４－３ ＥＳＣＯ事業対象部位の設計 ･････････････････････････････････････････････････････････････ 82 
４－４ 施工 ･･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 83 
４－５ 運転及び維持管理 ･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 83 
４－６ 計測・検証 ･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 84 
４－７ 契約終了 ････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 85 

【参考】運用改善による省エネルギーの推進 
１ ＥＳＣＯ事業導入検討結果の活用 
２ 省エネチューニングの概要 
３ 省エネチューニングの実施 

Ⅵ．建築物に関する契約に関する基本的事項について ･･･････････････････････････････････････ 86 
１．背景と意義 ････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 86 
１－１ 建築物に係る契約における環境配慮の必要性と意義 ･･･････････････････････････ 86 
１－２ 本解説資料の使い方 ･･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 89 

２．用語の定義 ････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 90 
３．要求環境保全性能の規定について ･･････････････････････････････････････････････････････････････････ 92 
３－１ 官庁施設の環境保全性に関する基準  ･･････････････････････････････････････････････････ 92 
３－２ 住宅の評価方法基準 ･･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 93 

４．優れた環境配慮設計の推奨 ････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 94 
４－１ 環境配慮型プロポーザル方式について ･････････････････････････････････････ 94 
４－２ 建築の設計におけるプロポーザル方式の意義 ･････････････････････････････････････ 95 



 

－4－ 

４－３ 建築の設計におけるプロポーザル方式の適用範囲と配慮すべき事項等  96 
５．環境配慮型プロポーザル方式における設計者選定の手続 ･････････････････････ 99 
５－１ プロポーザルの準備 ･････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 100 
５－２ 手続開始の公示 ････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 100 
５－３ 参加表明書の内容 ･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 101 
５－４ 説明書の交付 ･･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 101 
５－５ 技術提案書の提出者の選定 ･･･････････････････････････････････････････････････････････････ 102 
５－６ 選定通知／提出要請書の送付 ･･･････････････････････････････････････････････････････････ 103 
５－７ ヒアリングの実施 ･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 103 
５－８ 技術提案書の特定・通知 ････････････････････････････････････････････････････････････････････ 103 
５－９ 審査体制 ･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 104 

６．環境配慮型プロポーザル方式の推進 ･･･････････････････････････････････････････････････ 105 
６－１ フィードバック ････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 105 
６－２ 環境保全性能の評価 ･････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 105 
６－３ 地方公共団体等への支援 ･･････････････････････････････････････････････････････････････････ 105 

Ⅶ．環境に配慮した OA 機器の調達に関するガイドライン 
１．環境に配慮した OA 機器調達の必要性と意義 
２．ガイドライン策定の目的 
３．ガイドラインの構成 
４．OA 機器実態調査 
４－１ 調査対象 
４－２ 発注側の調査実施体制 
４－３ 調査実施主体 
４－４ 調査項目・調査内容 
４－５ 調査結果の活用方法 
４－６ 調査期間 
４－７ 調査の仕様 

５．OA 機器を調達する際の留意点 
５－１ 台数の削減 
５－２ 用紙使用の削減 
５－３ 使用時の消費電力の削減 
５－４ 消耗品の調達・メンテナンスの効率化 
５－５ OA 機器の使用時以外の環境負荷 
５－６ OA 機器の使用実態の把握 
５－７ 契約方式 
５－８ その他 

６．OA 機器を調達する際に提示すべき項目（仕様書） 
７．OA 機器を使用する際の留意点 
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７－１ 用紙使用の削減 
７－２ 使用時の消費電力の削減 

【参考】出力機器等最適配置調査及び出力サービス提供等業務の事例 
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